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１ 医療費適正化計画について

１

◎高齢者の医療の確保に関する法律
２ 都道府県医療費適正化計画においては、当該都道府県の医療計画に基づく事業の実施による病床の機能の分化及び連携の推進の成果並
びに住民の健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を踏まえて、厚生労働省令で定
めるところにより算定した計画の期間における医療に要する費用の見込み（略）に関する事項を定めるものとする。
３ 都道府県医療費適正化計画においては、前項に規定する事項のほか、おおむね都道府県における次に掲げる事項について定めるものとする。
一 住民の健康の保持の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項
二 医療の効率的な提供の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項
三 前二号の目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項（四～六項略）



第３期全国医療費適正化計画における医療費の見込みついて



医療費適正化計画のＰＤＣＡ管理について

２



参考１ 保険者における予防・健康づくり等のインセンティブの見直し



令和３年度の保険者努力支援制度（全体像）： 市町村国保

３

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当
者及び予備群の減少率

○ 特定健診受診率・特定保健指導受診率
○ メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

指標②特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等
に基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○ がん検診受診率 ○ 歯科健診受診率

指標③糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況
○ 重症化予防の取組の実施状況

指標④広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○ 個人へのインセンティブの提供の実施
○ 個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○ 重複・多剤投与者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○ 後発医薬品の促進の取組・使用割合

指標②医療費の分析等に関する取組の実施状況
○ データヘルス計画の実施状況

指標③給付の適正化に関する取組の実施状況
○ 医療費通知の取組の実施状況

指標④地域包括ケアの推進に関する取組の実施状況
○ 国保の視点からの地域包括ケア推進・一体的実施の取組

指標⑤第三者求償の取組の実施状況
○ 第三者求償の取組状況

指標①主な市町村指標の都道府県単位評価

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・後発医薬品の使用割合 ・保険料収納率
※都道府県平均等に基づく評価

指標②医療費適正化のアウトカム評価

○年齢調整後一人当たり医療費
・その水準が低い場合
・前年度(過去３年平均値)より一定程度改善
した場合に評価

○重症化予防のマクロ的評価
・年齢調整後新規透析導入患者数が少ない場合

指標③都道府県の取組状況

○都道府県の取組状況
・医療費適正化等の主体的な取組状況
（保険者協議会、データ分析、重症化予
防の取組等）
・医療提供体制適正化の推進
・法定外繰入の解消等



【都道府県による基盤整備事業】 （１３５億円）

○ 国保ヘルスアップ支援事業の拡充（上限額引上げ）
◎ 人材の確保・育成
◎ データ活用の強化

【市町村事業】 （１１５億円）

○ 国保ヘルスアップ事業の拡充（上限額引上げ）
◎ 効果的なモデル事業の実施（※都道府県も実施可）

※ ◎は新たに設ける重点事業

保険者努力支援制度の抜本的な強化

事業内容

人生１００年時代を見据え、保険者努力支援制度を抜本的に強化し、新規５００億円（総額５５０億円）により予防・健康づくりを強力に推進

新規５００億円について、保険者努力支援制度の中に

① 「事業費」として交付する部分を設け（２００億円。現行の国保ヘルスアップ事業を
統合し事業総額は２５０億円）、

※ 政令改正を行い使途を事業費に制限

② 「事業費に連動」して配分する部分（３００億円）と合わせて交付

※ 既存の予防・健康づくりに関する評価指標に加え、①の予防・健康づくり事業を拡大する
等により、高い点数が獲得できるような評価指標を設定し配分

⇒ ①と②と相まって、自治体における予防・健康づくりを抜本的に後押し（「予防・
健康づくり支援交付金」）

事業スキーム（右図）

１,０００億円

＋

①予防・健康づくり事業費
２００億円

既
存
分

【見直し後の保険者努力支援制度】

②事業費に連動して配分
３００億円

※一部特調を活用

新
規
５
０
０
億
円

統合
＋国保ヘルスアップ事業

約５０億円
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参考２ 日本の健診（検診）制度の概要

４

【対象者】 住民
（生活保護受給者等を含む。）

【実施主体】 市町村<努力>義務

【種類】

・歯周疾患検診

・骨粗鬆症検診

・肝炎ウィルス検診

・がん検診

・高確法に基づく特定健診の非対象者に対

する健康診査・保健指導

【対象者】 一定年齢以上の住民

【がん検診の種類】

・胃、子宮頚がん、肺、乳、大腸



参考３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

・栄養、口腔、服薬の訪

問相談・保健指導等

・糖尿病対策等生活習

慣病の重症化予防

等

・介護予防の通いの場等

において、運動、栄養、

口腔のフレイル予防

・通いの場等において、高

齢者の全身状態を把握

等

通いの場等
への関与

事業の接続が必要

資料４ 関連



保健事業と介護予防の現状と課題（イメージ）

５

〇重症化予防

（糖尿病対策等） 資料４ 関連

・保険者により、糖尿病性腎症の患者等に対して医療機関
と連携した受診勧奨・保健指導等の実施

〇健康経営の取組 資料４ 関連
・保険者と事業主が連携した受動喫煙対策や職場の動線
を利用した健康づくりの実施
・加入者の健康状態や医療費等を見える化した健康スコ
アリングレポート等の活用

〇重症化予防
（糖尿病対策等）
・保険者により、糖尿病
性腎症の患者等に対
して医療機関と連携し
た受診勧奨・保健指導
等の実施

〇市町村独自の健康増
進事業等と連携した
取組



高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 （スキーム図）



後期高齢者医療の被保険者に係る歯科健診

６



参考４ 糖尿病性腎症重症化予防

糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定の締結 （平成２８年３月２４日）



地域における連携体制のイメージ 糖尿病性腎症重症化予防プログラム
（平成28年4月20日国・日本医師会・日本糖尿病対策推進会議策定）

７



（日本医師会資料）

参考５ 全世代型社会保障検討会議資料 （令和元年１１月８日）



８
（日本医師会資料）



かかりつけ薬剤師・薬局



地域包括ケアシステムにおける薬局の役割

９ （日本薬剤師会資料）


